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〜これからの未来へつなぐ水道事業のために〜
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① 水道事業におけるアセッ

トマネジメント（資産管理）

3

① - 1 地方公営企業（独立採算性の原則）とは

■ ⽔道事業（簡易⽔道事業）
・・・独⽴採算性で原則、⽔道料⾦で経営している

■ 工業用⽔道事業
・・・独⽴採算性で原則、工業用⽔道料⾦で経営している

（経費負担の原則）
地方公営企業の特別会計においては、その経費は、前項の規定により地

方公共団体の一般会計又は他の特別会計において負担するものを除き、当
該地方公営企業の経営に伴う収入をもって充てなければならない

4

山陽小野田市

地方公営企業法第十七条の二第二項
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引用：厚⽣労働省健康局⽔道課（アセットマネジメント）を参考

5

① - 2 厚生労働省水道課の説明

■ 水道施設全体の更新需要を把握し、更新投資の平準化が可能となる

■ 計画的な更新投資ができる

■ 水道施設全体のライフサイクルコストの減少を検討できる

■ 信頼性の高い水道事業の運営を達成することができる

① - 3 アセットマネジメント（資産管理）の効果として

6

将来世代に、安心・安全で安定的な⽔道事業
を健全な形で引継ぐことができる

４つの効果



4

① - 4 水道事業の必要性と課題として

■ 給⽔人口の減少が進み、今後は有収⽔量（給⽔収益）が
減少傾向になると予測される

■ 給⽔収益（⽔道料⾦）が減少することによって、⽔道事業
の経営は厳しくなっていくと予測される

⽔道は、⽣活に欠くことのできない重要なライフラインである

7

必要性

課題

■ 水道は様々な水道施設を所有しており、それら施設の⽼朽化
等に伴い、適切な維持管理をしなければ、重大な事故に繋がる
危険性がある

■水道施設の耐震化に取り組むことが必要である

■ 水道事業は 建設の時代 から 維持管理・更新の時代 へ突入

更新需要の増大 8
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■これからの未来へつなぐ、持続可能な水道事業を継続す
るためには、今以上に、アセットマネジメント（資産管理）
が重要となる

⽔道事業者として、この課題を解
決する手段を検討する必要がある

■ 簡易⽀援ツール（厚⽣労働省・平成26年4⽉版）を使用す
ることにより、山陽小野田市水道事業を検証する

9

② 山陽小野田市水道事業の現状

10
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（水道局統計⽉報資料より・各年度末3⽉31日時点）

11

市町村合併後１０年間

② - 1 給水人口の現状
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（水道局統計⽉報資料より・各年度末3⽉31日時点）

年度 年間配⽔量（㎥） 有収⽔量（㎥）

平成17年 10,294,755 8,954,396

平成18年 10,021,146 8,702,364

平成19年 9,797,070 8,513,655

平成20年 9,547,248 8,277,464

平成21年 9,275,632 8,023,421

平成22年 9,242,292 7,994,583

平成23年 9,201,625 7,954,804

平成24年 9,070,355 7,859,462

平成25年 8,967,224 7,768,306

平成26年 8,486,807 7,379,279

市町村合併後の１０年間

② - 2 年間配水量と有収水量の現状

項 目 数 量

⾏政区域内人口 ６４,４３３人

給水人口 ６３,９７８人

給水⼾数 ２８,４０２⼾

普及率 ９９．３％

導送配水管延⻑ ４１８．９Ｋｍ

一日最大給水量 ３０,２２０㎥

一日平均給水量 ２３,２５２㎥

年間配水量 ８,４８６,８０７㎥

平成２６年度末

12

10年間
-1,575,117㎥

平成17年度から17.6％減

（水道局統計⽉報資料より・平成26年度末3⽉31日時点）
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② - 3 給水人口と有収水量の推移

昭和４５年度～平成２６年度

年度

千㎥ 人

最大 最小

給水人口 69,779人（昭和63年度） 61,451人（昭和45年）

有収水量 11,003千㎥（昭和59年） 6,784千㎥（昭和45年）
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② - 4 有収水量と給水収益の現状

市町村合併後の１０年間平成１７年度～平成２６年度

14
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③ 現有資産（基礎データ）の整理と

簡易支援ツール（厚生労働省平成26年4月版）での検討

（平成２８年度末見込みデータ）

15

③ - 1 構造物及び設備の現有資産状況

■ 鴨庄浄水場整備事業
■ 新配水池築造事業

水道施設拡張
・建設投資期

水道施設更新
・維持管理期

【現在価格】
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引用引用引用引用：厚生：厚生：厚生：厚生労働省労働省労働省労働省 アセットマネジメント「簡易支援ツール」アセットマネジメント「簡易支援ツール」アセットマネジメント「簡易支援ツール」アセットマネジメント「簡易支援ツール」 実使用年数に基づく更新基準実使用年数に基づく更新基準実使用年数に基づく更新基準実使用年数に基づく更新基準の設定例を参考の設定例を参考の設定例を参考の設定例を参考

工 種 法定耐用年数 現有資産の
実使用年数

⽔道局の設定する
更新基準（更新後）

建築構造物（管理棟等） 50年 70年 70年
土木構造物（ろ過池・配水池等） 60年 73年 73年
機械設備（ポンプ施設等） 15年 24年 24年
電気計装設備（監視装置等） 15年 15年〜25年 15年〜25年

③ - 2 構造物及び設備の更新基準の設定

※※※※ 法定耐用年数とは・・・会計上、減価償却費の算出に用いる法定基準値

※※※※ ⽔道局の設定する更新基準とは・・・現有資産更新後の次回更新をおこなう基準値 17

※※※※ 現有資産の実使用年数とは・・・現実的な更新を進めるために、法定耐用年数にこだわらずに
水道局で独⾃に設定した基準値（厚⽣労働省設定例を参考）

③ - 3 構造物及び設備の現有資産集計表

※ デフレーター・・・物価変動の影響の除去等のための指数

⑥帳簿原価
５,２４２千円 ÷ デフレーター

６０．５
⑧現在価値
８,６６５千円×100＝

（例・⼟⽊構造物）

取得年度によって数値が変動

18※※※※ 再投資価格・・・次回更新時に必要とされる費用。なお、現時点において
更新年次の物価変動を推計することが困難なため、現在価値と同額とする。

平成２８年度計画を含む
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資産総数 ： ３９９ 建築構造物
（管理棟等）
７０年間

⼟⽊構造物
（ろ過池・配⽔池等）

７３年間

機械設備
（ポンプ施設等）

２４年間

電気計装設備
（監視装置等）

１５年〜２５年間更新需要
（再投資価格）：9,394,742千円

山陽小野田市
資産数 ４５ １５５ ８５ １１４

再投資価格 ７３１,９３４ 千円 ５,４２４,０５６ 千円 １,６５０,２２５ 千円 １,５８８,５２７ 千円

高天原浄水場
（小野田地区）

資産数 ２０ ７３ ４６ ４６

再投資価格 ４７５,２０６ 千円 ３,７２０,２６５ 千円 ９９３,３３８ 千円 ５５４,８１８ 千円

鴨庄浄水場
（山陽地区）

資産数 ２５ ８２ ３９ ６８

再投資価格 ２５６,７２８ 千円 １,７０３,７９１ 千円 ６５６,８８７ 千円 １,０３３,７０９ 千円

③ - 4 構造物及び設備の再投資価格集計表

19

平成２８年度計画を含む

※ 各施設(H28年度末時点)の再投資価格 = 更新需要を算出

水道管の漏水状況

水道局職員による漏水調査の状況水道局職員による漏水調査の状況水道局職員による漏水調査の状況水道局職員による漏水調査の状況

地下に埋設された水道管が老朽化等によ

り、道路表面より湧き出しています。

（原因として・・・管路の老朽化と耐震

機能のない管の使用が大きな要因です）

水道管（配水管）の継手部（ジョイ

ント）より漏水している状況。

水道水が吹き出しています。

水道管（配水管）の継手部からの漏水

を材料にて修繕している状況。

不断水による工法

区分 件数 ⽐率（％）

配水管 ４０ １３.３

給水管 ２６０ ８６.７

水道局では年間約３００件の水道管（配水管・給水管・宅地内）
漏水修理⼯事を⾏っています。
（平成２４年度から平成２６年度の平均値水道局統計⽉報資料）
なお、給⽔管は個人の財産です。

③ - 5 老朽化した管路の現状

20
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管路：４１４路線 総延⻑ 導⽔管 送⽔管 配⽔本管 配⽔支管

山陽小野田市

管路延⻑ 419,316 ｍ 12,119 ｍ 20,112 ｍ 9,345 ｍ 377,740 ｍ

耐震管
（１８.５％） 77,704 ｍ 6,178 ｍ 9,076 ｍ 4,506 ｍ 57,944 ｍ

経年管
（２９.４％） 123,084 ｍ 8,619 ｍ 7,729 ｍ 5,129 ｍ 101,607 ｍ

③ - 6 管種別集計表

※※※※ 耐震管： レベル２地震動において、管路の破損や継⼿の離脱等の被害が軽微な管
液状化等による地盤変状に対しても、上記と同等の耐震性能を有する管

※※※※ 経年管： 法定耐用年数４０年を超えた管

■山陽小野田市内の管路総延⻑約４１９.３Ｋｍ（≒山陽小野田市から兵庫県姫路市までの距離）

■全路線の管種・口径・布設延⻑・布設年度を再検証し、管路台帳・資産台帳を精査

耐震管布設⼯事 21

平成２８年度計画を含む
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70.6%

29.4%

管路割合

経年化率（123.1Ｋｍ）

非経年化率（296.2Ｋｍ）

18.5%

81.5%

管路割合
耐震化率（77.7Ｋｍ）

非耐震化率（341.6Ｋｍ）

水道管路拡張
・建設投資期

水道管路更新
・維持管理期

22

③ - 7 管路の現有資産状況
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管種区分 導⽔管 送⽔管 配⽔管本管 配⽔支管 合計

鋳鉄管（ダクタイル鋳鉄管は含まない） 2,031.3 757.5 3,059.9 40,102.0 45,950.7

ダクタイル鋳鉄管 耐震型継⼿を有する － 2,806.8 1,218.3 4,471.2 8,496.3

ダクタイル鋳鉄管（K形継⼿等を有するもののうち良質
地盤に布設されている） － 22.9 1,273.2 42,455.3 43,751.4

ダクタイル鋳鉄管（上記以外・不明なものを含む） 3,909.3 10,277.6 1,779.4 129,674.3 145,640.6

鋼管（溶接継⼿を有する） 5,811.7 6,246.5 2,014.6 2,587.5 16,670.3

石綿セメント管 － － － － －

硬質塩化ビニル管（RR継⼿等を有する） － － － 91,268.1 91,268.1

硬質塩化ビニル管（上記以外・不明なものを含む） － － － 47,892.7 47,892.7

ポリエチレン管（高密度、熱融着継⼿を有する） 352.9 － － 8,369.7 8,722.6

ポリエチレン管（上記以外・不明なものを含む） － － － 10,859.7 10,859.7

ステンレス管 耐震型継⼿を有する 13.5 － － 59.6 73.1

合 計 12,122 20,113 9,347 377,746 419,316 23

③ - 8 現有管路集計表

平成２８年度計画を含む 赤字：非耐震管単位：ｍ

管種区分 法定耐用年数 現有資産の
実使用年数

⽔道局の設定する
更新基準（更新後）

鋳鉄管（ダクタイル鋳鉄管は含まない）

４０年

５０年

８０年

ダクタイル鋳鉄管 耐震型継⼿を有する ８０年
ダクタイル鋳鉄管 Ｋ耐震継⼿等を有するもののうち良い地盤に布設されている ７０年
ダクタイル鋳鉄管（上記以外・不明なものを含む） ６０年
鋼管（溶接継⼿を有する） ７０年
鋼管（上記以外・不明なものを含む） ４０年
石綿セメント管 ４０年
硬質塩化ビニル管（RRロング継⼿等を有する） ６０年
硬質塩化ビニル管（RR継⼿等を有する） ５０年
硬質塩化ビニル管（上記以外・不明なものを含む） ４０年
ポリエチレン管（高密度、熱融着継⼿を有する） ８０年
ポリエチレン管（上記以外・不明なものを含む） ４０年
ステンレス管 耐震型継⼿を有する ６０年

24

引用引用引用引用：厚生：厚生：厚生：厚生労働省労働省労働省労働省 アセットマネジメント「簡易支援ツール」アセットマネジメント「簡易支援ツール」アセットマネジメント「簡易支援ツール」アセットマネジメント「簡易支援ツール」

実使用年数に基づく更新基準実使用年数に基づく更新基準実使用年数に基づく更新基準実使用年数に基づく更新基準の設定例を参考の設定例を参考の設定例を参考の設定例を参考

③ - 9 管路の更新基準の設定

※※※※ ⽔道局の設定する更新基準とは・・・現有資産更新後の次回更新をおこなう基準値

※※※※ 現有資産の実使用年数とは・・・現実的な更新を進めるために、法定耐用年数にこだわらずに
水道局で独⾃に設定した基準値（厚⽣労働省設定例を参考）

※※※※ 法定耐用年数とは・・・会計上、減価償却費の算出に用いる法定基準値
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■ 導水管・送水管・配水本管・配水⽀管ごとの平均単価を算出する。

⇒ 水道局発注⼯事（直近７年間）における設計・積算単価を基礎データとする。

⇒ ⼯事価格は設計⾦額（税抜）とする。

【算出方法】
水道局の管種別・口径別・管路延⻑を基礎データに、各年度の⼯事実績サンプル（発注⼯事の設計・積算単価）によっ
て算出された管種別・口径別の１ｍ当りの⼯事施⼯単価を乗じて、⼯事総額を算出したのちに、それぞれの延⻑で除し
て、平均⼯事施⼯単価を導水管・送水管・配水本管・配水⽀管ごとに算出する。

③ - 10 更新時の工事施工単価の設定

・ 口径１５０㎜までは、 配⽔用ポリエチレン管（ＨＰＰＥ）
・口径２００〜４００㎜までは、耐震型ダクタイル鋳鉄管（ＤＩＰ－ＧＸ型・ＮＳ型）
・口径４５０㎜以上は、⻑寿命型鋼管（ＳＰ）

区分 布設単価

導水管 ２７２千円／ｍ

送水管 １７２千円／ｍ

配水本管 ２０５千円／ｍ

配水⽀管 ５９千円／ｍ

25

更新需要を積算する上で、各管種区分の単価を設定する。

更新時に使用する主な耐震管の管種・口径区分

③ - 11 管路の更新需要（平成２８年度計画を含めたもの）

布設年度別延⻑
３,０３９ｍ × 更新布設単価

５９千円 ＝
更新⼯事費
１７９,０３１千円

（配⽔支管・昭和12年度に布設した管路） 管路区分 更新 布設単価

導水管 ２７２千円

送水管 １７２千円

配水本管 ２８５千円

配水⽀管 ５９千円

布設年度別延⻑
８７,７１１ｍ

更新布設単価
５９千円

更新⼯事費
５,１７４,９４９千円

×

＝

（配⽔支管・平成29年度に改良予定の管路）

26
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管路区分 更新基準 更新需要
導水管 ８０年 ３,２９６,３６８千円
送水管 ８０年 ３,４５９,６０８千円
配水本管 ８０年 １,９１６,１３５千円
配水⽀管 ８０年 ２２,２８６,８９６千円

合計 ８０年間 ３０,９５９,００７千円

更新する際に適用する 管種 口径
配水用ポリエチレン管（ＨＰＰＥ） ５０ｍｍ〜１５０ｍｍ
耐震型ダクタイル鋳鉄管（ＤＩＰ－ＧＸ型・ＮＳ型） ２００ｍｍ〜４００ｍｍ
⻑寿命型鋼管（ＳＰ） ４５０ｍｍ〜

耐震管

耐震管は、水道管体が壊れたり、継手が抜けたりしません。

地震

経年管更新 耐震化事業

耐震管布設⼯事水道耐震化推進プロジェクト水道耐震化推進プロジェクト水道耐震化推進プロジェクト水道耐震化推進プロジェクト『『『『水道水道水道水道PRパッケージパッケージパッケージパッケージ』』』』よりよりよりより

27

③ - 12 管路の再投資価格集計表（平成２８年度計画を含めたもの）

※ 各管種延⻑(H28年度末時点) × 更新布設単価 = 更新需要を算出

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

9,000,000

管路
構築物及び設備

40年間

342億円

※※※※①①①①

80年間（H29〜H108）

28

80年間

499億円

※②-1

40年間（H29〜H68）

当初5年間80億円
（16億円/年）

③ - 13 更新需要（構築物及び設備・管路）

千円

■当初５年間は約８０億円 約１６億円／年

■近年おこなった大型事業（ろ過池改良、配水池築造、浄水場改修）以前の
更新事業費の平均投資額 約 ２億円／年

■単年度約１６億円の更新需要実施は更新計画として現実的ではない 更新需要の平準化が必要
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29

③ - 14 更新需要の平準化

【【【【案①案①案①案①】】】】 更新期間更新期間更新期間更新期間(40(40(40(40年年年年))))をもとにした単年度更新需要をもとにした単年度更新需要をもとにした単年度更新需要をもとにした単年度更新需要

年度 期間 更新需要 単年度更新需要

平成29年度〜平成68年度 40年間 34,211,845 855,296

【【【【案②案②案②案②----1111】】】】更新期間更新期間更新期間更新期間(80(80(80(80年年年年))))をもとにした単年度更新需要をもとにした単年度更新需要をもとにした単年度更新需要をもとにした単年度更新需要

年度 期間 更新需要 単年度更新需要

平成29年度〜平成108年度 80年間 49,940,755 624,259

【【【【案②案②案②案②----2222】】】】各資産における更新基準をもとにした単年度更新需要各資産における更新基準をもとにした単年度更新需要各資産における更新基準をもとにした単年度更新需要各資産における更新基準をもとにした単年度更新需要

資産区分 更新基準 更新需要 単年度更新需要

構造物及び設備

建築 70年 731,934 10,456

土木 73年 5,424,056 74,302

電気（計装） 15年 654,365 43,624

電気 25年 934,162 37,367

機械 24年 1,650,225 68,760

管路

取・導水管 80年 3,296,368 41,205

送水管 80年 3,459,608 43,245

配水本管 80年 1,916,135 23,952

配水⽀管 80年 22,286,896 278,586

計 621,497

案②-1 ＞ 案②-2

621,497

平準化事業費 案②

855,296

平準化事業費 案①
千円

千円

千円

-10,000,000

-8,000,000

-6,000,000

-4,000,000

-2,000,000

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

H29〜H33 H34〜H38 H39〜H43 H44〜H48 H49〜H53 H54〜H58 H59〜H63 H64〜H68

更新需要
平準化事業費
累計差額

30

③ - 15 更新需要の平準化

40年後(平成68年度)に更新対象資産のすべての更新が終了する

千円

更新需要
8,011,354 812,027 4,185,836 4,964,968 4,451,488 3,825,470 4,264,108 3,696,594

平準化事業費
4,276,480 4,276,480 4,276,480 4,276,480 4,276,480 4,276,480 4,276,480 4,276,480

累計差額
-3,734,874 -270,421 -179,777 -868,265 -1,043,273 -592,263 -579,891 -5

千円

【案① 平準化事業費 855,296千円/年】40年間
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-2,000,000
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10,000,000

H29〜H33 H34〜H38 H39〜H43 H44〜H48 H49〜H53 H54〜H58 H59〜H63 H64〜H68

更新需要
平準化事業費
累計差額

31

③ - 16 更新需要の平準化

40年後(平成68年度)に93億円分の更新遅れが⽣じる

千円

更新需要
8,011,354 812,027 4,185,836 4,964,968 4,451,488 3,825,470 4,264,108 3,696,594

平準化事業費
3,107,485 3,107,485 3,107,485 3,107,485 3,107,485 3,107,485 3,107,485 3,107,485

累計差額
-4,903,869 -2,608,411 -3,686,762 -5,544,245 -6,888,248 -7,606,233 -8,762,856 ----9,351,9659,351,9659,351,9659,351,965

千円

【案② 平準化事業費 621,497千円/年】40年間

-10,000,000

-8,000,000

-6,000,000

-4,000,000

-2,000,000

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

更新需要
平準化事業費
累計差額

32

③ - 17 更新需要の平準化

80年後(平成108年度)に更新遅れは、最小の2億円となる

千円

年度
H29～H33 H34～H38 H39～H43 H44～H48 H49～H53 H54～H58 H59～H63 H64～H68 H69～H73 H74～H78 H79～H83 H84～H88 H89～H93 H94～H98 H99～H103 H104～H108

更新需要
8,011 812 4,186 4,965 4,451 3,825 4,264 3,697 2,509 3,139 2,293 1,622 566 475 3,047 2,078

平準化事業費
3,107 3,107 3,107 3,107 3,107 3,107 3,107 3,107 3,107 3,107 3,107 3,107 3,107 3,107 3,107 3,107

累計差額
-4,904 -2,608 -3,687 -5,544 -6,888 -7,606 -8,763 ----9,3529,3529,3529,352 -8,753 -8,785 -7,970 -6,484 -3,943 -1,311 -1,250 ----221221221221

〔百万円〕

40年 80年

【案② 平準化事業費 621,497千円/年】80年間
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33

④ 今後の取組

１．山陽小野田市の水道施設は、昭和４０年代から５０年代
にかけて整備された、構造物や設備及び管路が多数をしめてお
り、今後は、大幅な更新需要をむかえるため、更新費用が増加
する。

２．少⼦高齢化による人口減少等による給水量の減少に伴
い、今後は、料⾦収入が減少することが予想される。

④ -1 アセットマネジメント手法の検討から

34

課題整理
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１．水道施設の更新に多くの事業費が必要になること。

２．将来的に更新するための財源の確保が困難となること。

④ - 2 水道施設を健全な状態に維持していくために

35

■ 簡易⽀援ツール（厚⽣労働省・平成26年4⽉版）を使用する
ことにより、山陽小野田市水道事業を検証をおこなった。

今後どの程度の更新需要が必要なのかを具体的に示す必要がある

課題解決の手段

平成30年度以降の１０年間についての事業計画を策定する

１．更新計画（構造物や設備及び管路に優先度順位を付け、更新⼯事を計画）

２．経営計画（更新計画に基づいて、財政・更新費用を計画）

【山陽小野田市水道事業第二次総合計画】の策定

④ - 3 アセットマネジメントの検討結果より

36

平成２８年度～２９年度にかけて、以下の業務に着手する
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� 簡易⽀援ツールを使用したアセットマネジメントの実施マニュアル（平成26年4⽉・厚⽣労働省水道課）

� アセットマネジメント【簡易⽀援ツールソフト】（平成26年4⽉版・厚⽣労働省）

� 新水道ビジョン（平成25年3⽉・厚⽣労働省）

� 水道におけるアセットマネジメント〜簡易⽀援ツールについて〜（平成26年6⽉・厚⽣労働省水道課課⻑補佐）

� 山陽小野田市水道事業総合計画・改訂版【基本計画】（平成25年2⽉・山陽小野田市水道局）

■ 活用した指針・手引き等の参考資料

37


